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民間資金等活用事業推進委員会 第17回計画部会 

議事次第 

 

 

                  日 時：平成31年３月18日（月）10:00～12:00 

                  場 所：合同庁舎８号館８階特別大会議室 

出席者:【内閣府】石川審議官、坂本参事官、宇根

企画官、栁澤参事官補佐、菅参事官補佐、中岡参

事官補佐 

【文部科学省】山川課長、曽根参事官補佐 

【厚生労働省】是澤課長 

【総務省】梶室長 

【国土交通省】小善課長 

【環境省】名倉課長、松田室長 

【計画部会専門委員】柳川部会長、根本部会長代

理、赤羽専門 委員、足立専門委員、石田専門委

員、江口専門委員、大西専門委員、小森専門委員、

財間専門委員、佐々木専門委員、白石専門委員、

廻専門委員 

 

１．開 会 

 

２．議 事 

  ①今後のスケジュール 

  ②PPP/PFI推進アクションプランにおける現施策フォローアップ・新規施策／関連府省

ヒアリング 

  ③PPP/PFI推進アクションプラン（平成31年改定版）たたき台 

 

３．閉 会 
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○宇根企画官 皆様、おはようございます。内閣府PFI推進室の宇根と申します。本日の進

行を担当させていただきます。よろしくお願いいたします。 

 定刻になりましたので、本日の第17回「計画部会」を始めさせていただきたいと思いま

す。よろしくお願いいたします。 

 本日の出席者についてですが、構成員13名のうち、12名が現時点で出席されております

ので、定足数に達していることを御報告させていただきます。 

 また、本日の部会においては、各省から施策の進捗状況等を御報告いただくことになっ

ておりますので、各省の関係者に御出席いただいております。よろしくお願いいたします。 

 次に本日の資料についてでございますが、アクションプランの改定にかかわることにつ

いて、例年アクションプラン改定後に公表させていただいているというふうになっており

ますので、本日の資料も同様の取り扱いとさせていただきたいと思っております。 

 それでは、以降の議事につきましては、柳川部会長に進めていただきたいと思います。

よろしくお願いいたします。 

○柳川部会長 おはようございます。 

 それでは、早速本日の議事に入らせていただきます。 

 まずは議事①今後のスケジュールについて、事務局から御説明をお願いいたします。 

○宇根企画官 それでは、議事①スケジュール等について御説明させていただきます。 

 右肩に資料①と書いたカラフルな表をごらんください。 

 計画部会のスケジュールについては、真ん中の緑色のところでございますが、前回２月

８日に開催させていただいて、施策のフォローアップと改定の方向性、そして、レビュー

の取りまとめについて議論させていただきました。ありがとうございました。その後、調

整させていただいて、アクションプラン、前半期レビューについては３月６日にホームペ

ージに公表させていただきましたので、改めて御報告させていただきます。公表した内容

については後ろのほうに参考資料でつけておりますので、また時間のある折にごらんいた

だければと思っております。 

 本日、３月18日については、アクションプランのたたき台提示ということで、具体的な

アクションプランの案を示させていただきます。その前に各省から施策の状況等を御説明

いただくことになっております。 

 今後につきましては、５月10日にもう一度アクションプランの案について審議させてい

ただいて、本日の意見を踏まえた案を提示させていただいて、そこで御了解いただければ

上の親の推進委員会に諮らせていただいて、６月に平成31年度のアクションプランについ

て推進会議決定ということで国のほうで決定させていただくことになる予定となっており

ます。 

 今後のスケジュールについては、以上でございます。 

○柳川部会長 ありがとうございました。 

 続いて、議事②の関係府省ヒアリングに入らせていただきます。関係府省の皆様におか
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れましては、御出席まことにありがとうございます。 

 それでは、初めにヒアリングの進め方について、事務局から御説明をお願いいたします。 

○宇根企画官 続きまして、資料②－１をごらんください。 

 関係府省のヒアリングということですが、基本的には例年と同じような進め方になって

おります。対象省庁はアクションプランに施策を掲載いただいている主な省庁、ここに示

した関係府省の方に御説明をいただくということと、報告の内容については、平成30年度

に載せた施策の進捗状況と、新たに掲げる取組について説明をいただく。説明時間は各省

10分から５分程度で御説明いただくことになっております。 

 質疑応答については、各省からの説明が一通り終わった後に、まとめて30分程度確保さ

せていただきたいと思っております。 

 アクションプランのたたき台の説明については、質疑応答まで終わった後に改めてたた

き台、アクションプランにどう記載しているのかは別に審議させていただきたいと思って

います。 

 以上です。 

○柳川部会長 それでは、今、御説明がありましたとおり、時間がかなりタイトで申しわ

けないですけれども、順番に御説明をお願いしたいと思います。 

 まず、国土交通省からお願いいたします。 

○国土交通省 国土交通省社会資本整備政策課長の小善でございます。よろしくお願いし

ます。 

 資料②－２をごらんいただきたいと思います。「国土交通省」と表紙にあるものでござ

います。 

 １ページ、まずアクションプランの進捗状況について御説明をさせていただきたいと思

います。 

 ２ページ、重点分野の進捗状況でございます。国交省重点分野、６分野ございます。29

年度までに空港、道路、下水道において、当初の目標件数を達成したところでございます。

30年度におきましては、新たに公営住宅の分野において目標を達成しました。また、下水

道については30年度から新たな目標が設定されまして、それに関しまして須崎市の公共下

水道の優先交渉権者が決定した状況でございます。 

 ３ページ、空港コンセッション検証会議取りまとめの概要の資料でございます。空港コ

ンセッションにつきましては、これまで幾つか案件に取り組んでまいりまして、その案件

の教訓でありますとか、参画企業等の意見等を踏まえて検証を行ったものでございます。

本日御出席の廻委員にも検証会議の委員として御参画いただいたところでございます。 

 その結果がこちらでございます。アンケートなりそれを踏まえた委員会での議論を踏ま

えまして、仕組みの検証ということで、マーケットサウンディング、実施方針・募集要項、

審査のあり方、競争的対話、その他いろいろなことについて御提言をいただいたところで

ございます。 
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 下の欄外にございますように、これ自体は空港、国管理のコンセッション対象の提言で

ございますが、地方管理空港のコンセッションにおいてもこれを参照としていただきたい

と思っておるところでございます。 

 また、この３月に広島空港のコンセッションの実施方針が出まして、広島空港からこの

提言内容を反映できるものを順次反映してきておるところでございます。 

 ４ページ、ブロックプラットフォームを通じた案件形成の推進でございます。全国９ブ

ロックで産官学金で構成されるブロックプラットフォームを内閣府と一緒に共同して設置

しております。その主な取組として、下にありますPPP/PFI推進首長会議、サウンディング

（官民対話）、コンセッション事業推進セミナーの３つについて、次のページから順次御

説明させていただきたいと思います。 

 ５ページ、PPP/PFI推進首長会議でございます。囲みの中にありますように、推進するに

当たって首長のイニシアチブが重要という観点から、首長間での情報共有とか本音での悩

みの御相談とか意見交換を行う会議でございまして、28年度から開催しております。 

 30年度につきましては、全国の５ブロックで左にありますような55の市町村の首長さん

に御参加いただいたところでございます。右下にありますように、内閣府と国交省で一緒

にやっておりまして、基調講演の後、その後、クローズドの中で首長さんだけで本音の意

見交換なりをしていただくということで、首長さんにPFIについての意識を持ってもらうと

いう意味で大変重要な意味のある会議だと思っておるところでございます。 

 ６ページ、サウンディングでございます。公共団体の案件形成のために、公共団体が考

えている具体の案件に対して民間事業者の意見を聞くサウンディングというのを全国10カ

所で実施しております。公共団体単独で民間事業者の意見を聞くとなると手間もかかりま

すし、ハードルも高いのですが、こうやってまとまって実施するということで、公共団体

にとってもハードルが低く参加しやすい環境をつくれることになっているのではないかと

思っております。 

 また、民間事業者にとりましても、一度に多数の案件に参画できるメリットがあろうか

と思っております。全国10カ所、121団体から135件の応募がありまして、民間事業者も延

べ約280社参加いただいたところでございます。 

 また、右側は今年初めて始めたものでございまして、公共団体の案件ではなくて、今度

は民間事業者がこういうアイデアを持っているというものをプレゼンしていただいて、そ

れについて公共団体から逆にアプローチするという新たな会議も開いたところでございま

す。 

 ７ページ、コンセッション事業推進セミナーでございます。これも内閣府と共同開催し

ておりまして、今年は初めて地方での開催ということで、岡山市と共同開催ということを

させていただきました。民間事業者、金融機関、公共団体の方を含めて450名ほど参加いた

だきました。講演内容でございますが、上下水道、空港、クルーズ船向け旅客ターミナル、

下水道、MICE等々、多様な施設についての講演をしていただいたところでございます。 
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 ８ページ、新たに掲げる具体的な取組というものでございます。 

 ９ページ、これは31年度から新たに始める事業でございまして、公共団体の負担軽減の

ための専門家派遣のハンズオン支援というものでございます。 

 支援対象は、まず人口20万人未満と比較的小さな公共団体を対象にしようとしておりま

す。支援対象、支援内容、下に書いてございますが、具体的なある程度案件があってスケ

ジュール等が決まっているところを対象に、下にありますようなハンズオン支援というこ

とで、公募に必要な手続とか公募に必要な書類とか、そういうものを公共団体がみずから

の手でつくれるようにするための助言なり指導をするということで、合計１年間のうち20

日程度専門家を派遣する予定でございます。今、公募をしているところでございます。 

 10ページ、公共団体のインセンティブの付与ということで、補助金・交付金における導

入検討の要件化の拡大でございます。国交省におきましては、公営住宅、下水道、都市公

園の分野において補助金・交付金の採択の際の導入検討など、一部要件化を順次やってき

ております。31年度につきまして、公営住宅の分野につきまして、従来、三大都市圏につ

いてPPP/PFI手法の導入を要件化しておったわけですが、今度は三大都市圏に加えまして、

政令都市でもPPP/PFIの検討ではなく導入を要件化すると拡充する予定でございます。 

 最後に11ページ、これは後ほど内閣府さんからも説明があろうかと思います。内閣府さ

んと一緒に始めたものでございまして、地域プラットフォームの機能強化ということで、

左にございますように、公共団体とか金融機関、民間事業者が入っている団体と、国交省、

内閣府で協定を結びまして、それに対して国からは専門家の派遣とかを支援いたしますし、

その団体側においては協定に基づいて講習する機会とか、民間事業者の意見を聞く機会と

か、情報交換を聞く機会を設けていただくという、こういう協定プラットフォームの取組

を31年度から始めるところでございます。 

 国土交通省からは以上でございます。 

○厚生労働省 厚生労働省水道課長の是澤と申します。よろしくお願いいたします。 

 資料②－３をごらんください。 

 １ページめくっていただきまして、表形式でアクションプランに掲げられている施策に

沿って進捗状況を説明する資料を作成しております。 

 まず最初に、内閣府等関係府省と連携しつつ、広域連携や官民連携の促進のための地方

公共団体の取組を厚労省、総務省が連携して支援する。また、水道法の改正を見据えて、

速やかに広域連携を推進するための目標設定について検討し、成案を得るということにつ

いてでございます。 

 昨年12月６日に改正水道法が成立をいたしたところでございます。先に３ページをごら

んいただければと存じます。水道法改正の概要について御紹介しております。全部で５点

ほど改正内容を掲げてございますが、そのうち特に重要になってまいりますのが、この２

番、４番、広域連携の推進あるいは官民連携の推進ということでございます。 

 ４ページをごらんいただければと思いますが、今回の改正水道法に基づく広域連携の取
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組につきましては、このオレンジ色の部分、厚生労働省が基本方針を定めて、それに基づ

き都道府県が水道基盤強化計画を定める。その前提として、都道府県には責務として水道

事業者等の広域的な連携を推進するよう努めなければならないという規定も置いてござい

ます。これらの取組を広域的な連携の推進協議会を設置して進めていくという内容になっ

てございます。 

 この改正法のスキームを動かすに当たりまして、下のグレーの部分になりますが、水道

広域化推進プランの策定を求めております。こちらは１月に総務省と連名通知により、都

道府県に対して2022年度末までの策定を要請したものでございます。この水道基盤強化計

画を策定するためには、まず、多様な広域化のシミュレーション等も実施した上で、広域

化の推進方針や当面の具体的な取組といったものを整理しておく必要がございますので、

まずその作業に取りかかるようにということを都道府県にお願いしたものでございます。 

 １ページに戻っていただきまして、最初の枠のほうに今御説明した内容について御紹介

をしております。 

 また、２段目の箱の中でございますけれども、アクションプランにおきましては、平成

26年度から30年度までを集中強化期間として、６件の具体化を図るようにという目標が掲

げられてございます。これにつきましては、地方公共団体におきまして、これまで６つの

地方自治体において資産評価または同等の検討のレベルのものまで終了した状況になって

おります。しかしながら、まだ実施に至った案件はございませんので、既に検討に着手し

ている自治体と定期的な意見交換等を実施しまして、切れ目ない支援を行い、引き続き実

現に向けて取り組んでいくこととしております。 

 ２ページ目、アクションプランの中では、改正法成立後、新たなコンセッション制度の

運用についての許可制度の詳細を検討するようにということが掲げられております。これ

につきましては、12月の改正法の成立後、検討会を設けまして、この許可制度の細部につ

いて検討を進めているところでございます。足立委員に御参画をいただいているところで

ございます。 

 下の欄のほうでございますが、水道分野において先導的に取り組む地方公共団体に対し

ての情報提供あるいは助言等により、継続的な支援を行うようにということでございます。

これにつきましては５ページ目をごらんいただけたらと思いますが、水道分野における官

民連携推進協議会ということで、経済産業省と連携をいたしまして、年間４回ほど開催を

して、最新の情報でありますとか先進事例の取組等を御紹介し、民間事業者とのフリーマ

ッチング等も実施しているところでございます。来年度以降についても引き続き取り組ん

でまいります。 

 以上でございます。 

○文部科学省 文部科学省文教施設企画・防災部で施設企画課長をしております、山川と

申します。 

 それでは、文部科学省の内容につきまして、説明をさせていただきたいと思います。資
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料②－４をごらんいただきたいと思います。 

 １ページ目、アクションプランにおきまして、文科省関連部分としましては、まず文教

施設等の集約・複合化等に向けた優良事例の横展開を行うこととしております。２点目と

しまして、集中取組方針としまして、30年度までの集中強化期間中に３件のコンセッショ

ン事業の具体化を目標とするとされているところでございます。 

 ２ページ目、まずは優良事例の横展開に関連いたしまして、この地域プラットフォーム

等を活用した情報提供を積極的に行っているところでございます。厚生労働省さんの御協

力もいただきまして、学校施設と福祉施設等の集約化・複合化の事例、あるいは廃校を福

祉施設等に活用した事例、さらには官民連携・官民対話を活用した事例につきまして、具

体的にどのような事例があったのかも含めて資料を作成しまして、右下にございますよう

な地域プラットフォームに積極的に参加いたしまして、その横展開を図っているところで

ございます。 

 右下にございますのが、30年度に文科省として説明したプラットフォームの実績でござ

いまして、これ以外にも文科省が主催する会議等におきまして、PFIの取組状況等を積極的

に紹介しているところでございます。 

 ３ページ目、「みんなの廃校」プロジェクトでございます。公立学校施設につきまして

は、近年500校近くの廃校が発生している状況でございますが、その有効活用につきまして、

さまざまな取組をしておりますけれども、活用の用途が決まっていないものが20％あるの

が現状でございます。そのため、文科省としましては、ホームページの中でマッチングサ

イトを設けまして、廃校として活用していただきたい事例につきまして、右下にございま

すけれども、具体的な情報を提供して、そのマッチングあるいは補助制度、文科省自体の

補助制度はございませんけれども、補助制度の紹介等をさせていただいているところでご

ざいます。 

 ４ページ目、「みんなの廃校」プロジェクトの企業活用編と、このようなパンフレット

も作成しておりまして、一番下に写真等もございますけれども、実際に活用された事例に

ついて紹介するだけではなくて、この活用に至るまでの経緯であるとか活用のメリットに

ついても詳しく掲載しているところでございます。 

 ５ページ目、コンセッション事業の具体化に向けた取組でございます。文部科学省では、

28年度から有識者の検討におきまして報告書を作成したり、あるいは29年度は実務的な手

引も作成してまいりました。30年度はこの目標でございます３件に対しまして、４件がほ

ぼ具体化されている状況でございまして、さらに具体的な検討を行っている地方自治体に

対して支援を行っているところでございます。来年度以降もさらに範囲を拡大しまして、

一般的なPPP/PFI事業も含めてその導入の検討を支援していきたい。さらには、その事例集

の作成も続けていきたいと考えております。 

 ６ページ、７ページに、具体化されましたコンセッション事業の内容を記載しておりま

す。 
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 ６ページ目、奈良少年刑務所赤れんが建造物でございます。これにつきましては重要文

化財にも指定されております。その耐震改修工事が既に始まっておりまして、29年度末に

実施契約の締結がされているところでございます。 

 その下の有明アリーナでございますが、2020年のオリンピックに向けまして、現在、整

備されておりますが、そのオリンピック後の運用につきましてコンセッション方式を導入

することが決定しておりまして、既に昨年７月には募集要項等の公表がなされているとこ

ろでございます。 

 ７ページ目、大阪中之島美術館でございます。これにつきましても、昨年10月に実施方

針案が公表されて、現在、関心表明事業者のヒアリング等々を進めているところでござい

ます。 

 さらに一番最後でございますけれども、沖縄科学技術大学院大学宿舎につきまして、優

先交渉権者の決定がなされて、基本協定の締結に向けて進めているところと聞いておりま

す。 

 最後のページでございますけれども、先ほど申し上げましたが、PPP/PFIの推進を図るた

めに、この先導的開発事業といいまして、地方公共団体が事業の発案であるとか具体的な

検討を進めるに当たりまして、それを委託事業として文科省から支援をしていると。この

予算につきまして、31年の予算案に計上したところでございます。 

 以上でございます。 

○総務省 総務省でございます。総務省の地域力創造グループ地域振興室長の梶と申しま

す。よろしくお願いいたします。 

 資料②－５をお開きいただければと思います。 

 １ページ、総務省では公営企業あるいは地方公共団体の公共施設の総合的な管理計画の

策定を促していくという観点での役割を担っております。この１ページ以下の表では、ア

クションプランの記載事項とその進捗が対比できるような形の取りまとめをさせていただ

いております。 

 まず８番、下水道事業についてであります。４行目「特に」とありますが、下水道事業、

公営企業会計の適用、現在は３万人以上の地方団体に対して取組を促す通知をさせていた

だいておりますが、３万人未満の地方団体における取組も促進すべしということでござい

まして、右側でございます。今年の１月に平成35年度までを取組期間とする新たなロード

マップをお示ししまして、３万人未満の地方公共団体も含めた適用を促すこととしておる

ところでございます。 

 19番、公共施設等総合管理計画及び固定資産台帳の整備、公表の引き続きの推進という

ことでございます。これの進捗状況でございますが、右側、まず公共施設等総合管理計画

は、都道府県、指定都市は全団体、その他の市区町村においても99.7％の団体で策定済み

でございます。また、各団体の策定状況は、総務省のホームページで公表させていただい

ております。 
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 固定資産台帳につきましては、「整備済」が95.3％、「整備中」が4.7％ということで、

いずれの団体も取組をしているところでございます。こちらにつきましても、リンク集を

今月中に総務省のホームページで公表させていただく予定であります。 

 21番、こちらは民間提案を促進するために「PPP事業における官民対話・事業者選定プロ

セスに関する運用ガイド」の周知を図るということでございまして、全国の担当者を集め

た会議で周知を図らせていただいたところであります。 

 30番、水道・下水道事業の広域化、更なる民間活用の促進のための研究会の報告書の留

意点の周知を図るということでございまして、こちらにつきましても、担当者を集めまし

た会議で周知をさせていただいておるところでございます。 

 40番、先ほど厚生労働省様から御指摘がございました水道の関係でございます。水道の

広域連携の目標設定につきましては、右側、先ほど厚労省さんからも御説明がございまし

たが、各都道府県が平成34年度までに「水道広域化推進プラン」を策定することを要請さ

せていただいたところでございます。 

 ３ページ、こちらは平成31年改定版に新たに掲げるべき取組ということでございまして、

２点、当省からは提案させていただければと思います。まず８番、先ほども申し上げまし

たが、人口３万人未満の団体におけます公営企業会計の適用であります。平成35年度まで

を取組期間として策定する新たなロードマップに基づきまして取組を促進してまいりたい

と考えております。 

 40番、これも先ほど申し上げましたが、水道事業に関しまして、平成34年度までの広域

化推進プランの策定を各都道府県にお願いしているところでございます。こちらの取組の

支援もさせていただければと思っております。 

 最後、４ページをお願いいたします。前回の計画部会で根本先生から御指摘をいただき

ましたPPP/PFIの活用について、地方交付税のトップランナー方式の導入対象としてほしい

という御指摘を賜りましたので、現時点の対応でございます。地方交付税のトップランナ

ー方式は、多くの自治体が民間委託などの業務改革によりまして取り組んでおる業務のう

ち、経常経費でございますが、この経費水準に基づきまして、単位費用の積算基礎を減額

すると。今まで直営で交付税で見込んでいたものを、多くの団体が委託をしているという

ことであればその委託経費のほうが安いので、そちらが標準になっているということで、

そのような民間委託を交付税の算定に織り込むというものでございます。 

 PPP/PFIの活用のうち、多くの地方団体が民間委託に取り組んでいる用務員事務、あるい

は一般ごみ収集などの業務につきましては、順次トップランナー方式の対象に取り組んで

いるところでございます。現在18の業務が対象となっているところでございます。 

 総務省からは以上でございます。 

○環境省 環境省でございます。環境省の廃棄物適正処理推進課長の名倉でございます。 

 資料②－６に基づきまして、御説明させていただきます。 

 環境省のほう、廃棄物処理施設、それから、浄化槽につきまして、今回新たにアクショ
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ンプランに盛り込んでいただくことを想定しておりますので、背景情報から御説明させて

いただければと思っております。 

 めくっていただきまして、これまでの取組についてということでございますけれども、

まず、一般廃棄物処理施設（ごみ焼却処理施設）における取組ということでございます。

一般廃棄物処理施設の整備を支援するためのスキームとして、循環型社会形成推進交付金

というもので支援しておるところでございます。右下に概要を書いておりますけれども、

市町村、一部事務組合ですとか広域連合、特別区も含めまして、市町村に交付すると。交

付対象経費の３分の１ないしは２分の１で支援しておるというものでございます。 

 上のほうの２つ目の矢尻に戻っていただきまして、ごみ焼却施設、20年ほど前にダイオ

キシン問題がかなり問題になりまして、相当数のところで建てかえなり改修を進めたとい

うことでございます。それが20年ほどたってまいりまして、今、老朽化に伴いまして更新

需要が増加しているということでございます。 

 ３つ目でございますけれども、老朽化した一般廃棄物処理施設の更新等を支援するとい

うことで、生活環境の保全、公衆衛生の向上を確保して、地域の安全・安心に寄与するも

のでございますが、施設の長寿命化ですとか広域化、民間活力の活用等を推進して、更新

需要を平準化しつつ、整備を支援しているものでございます。 

 ３ページ目、これまでPFI関係につきましては、導入可能性調査につきましても、この交

付金の計画支援事業として交付対象としてきたものでございます。市町村が行います一般

廃棄物の処理に関する事業におけるPFIの活用につきましては、その下の枠で囲っておりま

すけれども、例えば廃棄物処理法に基づきます基本方針の中で、必要に応じてPFIの活用を

行うことにより、社会経済的に効率的な事業となるよう努めるとか、２つ目の昨年の６月

に閣議決定しました廃棄物処理施設整備計画のところでも、必要に応じてPFI等の手法によ

る施設設計の段階からの民間活力の活用等々に努めるものとするとしておったり、また、

交付金の交付要綱の取り扱いということで、PPP/PFIの活用にしても検討することを周知し

ておるというものでございます。 

 ４ページ目、浄化槽のほうでございます。浄化槽につきましては、御存じない方もいら

っしゃるかもしれないのですけれども、左下のほうを見ていただきますと、家庭から出て

くる、台所、風呂、便所などから出てくる汚水を処理する施設でございますけれども、特

に地方部において、例えば駐車場の下に埋まっておったりする汚水処理施設でございます。 

 この施設、もともとはその家庭の方が持つ施設として発達してきたということでござい

ますけれども、上のほうに戻りまして、市町村が市町村の財産として浄化槽を設置する浄

化槽市町村整備推進事業という事業を推進しておるところでございます。 

 中身につきましては、右のほうの絵を見ていただきますと、全体の整備費の国庫助成対

象額のうち、３分の１を国が助成するというものでございます。左のほうの２つ目の○で、

平成６年に事業の創設をして以降、300市町村で実施をしておるということでございます。 

 この整備について、メリットとしましては真ん中ほどにございますけれども、維持管理
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が徹底されるということで、放流水質が向上するですとか、設置ですとか維持管理につい

て住民負担が軽減する、業者側でも長期的に安定した事業になるということでございまし

て、現在、PFIによる事業として13市町、これまでに実施されたPFIによる事業として17市

町ございまして、右下のほうでございますけれども、この民間活用、PFI、特にBTOでやっ

ておりますが、その制度で進めておるところでございます。 

 次のページ、具体的には策定のマニュアルを整備したり、モデル事業として計画策定を

支援していると。事業を行う市町村に対して、この循環型社会形成推進交付金で助成して

いるということでございます。 

 こういうことがございますので、次のページから新たに掲げる具体的取組についてとい

うことでございますけれども、一般廃棄物処理施設（ごみ焼却処理施設）については、今

回アクションプランの中で、その枠囲いの中に書いてございますけれども、市町村（一部

事務組合、広域連合及び特別区を含む。）が循環型社会形成推進交付金を活用して、廃棄

物処理施設の整備事業等を実施する際に、PPP/PFIの導入を検討することを要件化し、着実

な取組を推進する。 

 浄化槽につきましても、次のページでございますけれども、同様にPPP/PFIの導入を検討

かすることを要件化し、着実な取組を推進するということで盛り込んでいただければとい

うことで考えておるところでございます。 

 環境省は以上でございます。 

○宇根企画官 続きまして、内閣府の施策について、資料②－７で説明させていただきた

いと思います。網羅的に取組を紹介していますので、新たなものを中心にポイントを絞っ

て説明させていただきたいと思います 

 最初に３ページをごらんください。地域創生に資するPPP/PFI事業の支援強化ということ

でございますが、こちらはつい先週の金曜日、地域再生法改正法案について閣議決定して、

今後国会審議をしていくのですけれども、それに伴うPPP/PFIの支援強化についてでござい

ます。 

 ポイントは２点あって、まず下のほうの地方創生推進交付金の活用による支援について

ということでありますが、レビュー等でも導入可能性調査とか初期段階の財政支援なども

重要ではないかという御指摘はあったのですけれども、そういうものも踏まえまして、地

域創生交付金で積極的にそういったものも財政的な支援をしていくということでございま

す。具体的には、民間資金等活用公共施設等整備事業というのを地方創生推進交付金の支

援対象として新たに事業を創設して、そこも支援していくということでございます。 

 ２点目は、資料の上になるのですけれども、法改正に伴う特例についてということです

が、こちらは今までPFI推進機構については、融資の対象になるようなコンセッションとか

収益事業について、地方公共団体からの相談に乗れることになっていたのですけれども、

地方再生計画を策定したところでその対象となっている事業についてはPPPやサービス購

入型といったPFI推進機構の融資対象にならないようなものでも、有償ですけれども、コン
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サルティングを受けることができることになって、機構による支援を強化していくという

ことでございます。 

 ４ページ、こちらは平成30年度２次補正予算での支援でございますが、民間資金等活用

事業調査費等補助事業ということですが、こちらは右の事業イメージ・具体例の下にフロ

ーがありますけれども、コンセッション等の事業の手続ですが、その中で導入可能性調査

やデューデリジェンスといった初期費用について、今回の補正をもって内閣府から財政的

支援をするということでございます。補助対象については、定額補助で上限1000万円とい

うことで補助をしていくということで、現在募集を終えて選定していって、今後支援して

いくということでございます。 

 ６ページ、「地域プラットフォーム協定」の創設ということでございますが、先ほど国

交省からも御説明がありましたが、地域プラットフォームについて協定制度というものを

創設して強化して取り組んでいきたいということでございます。今までも地域プラットフ

ォームというものはあったのですけれども、今回新たに協定というものを結んで、国交省

と内閣府が後援をするというのを正式に掲げて、協定の中ではプラットフォームに参加し

たいという方がいたら断らないでくださいねとか、課題やニーズについてまとめて、ほか

のプラットフォームや国交省、内閣府とも共有してくださいねということを、今までもや

っていないわけではないのですけれども、明文化してしっかりやっていきたいということ

でございます。 

 続きまして、10ページ、期間満了PFI事業の検証ということで、こちらは既にアクション

プランに書いてあって、事業推進部会で検証を進めていただいているところでございます。

グラフが３つありますけれども、上２つは前半期レビューでも示させていただきましたが、

こういう効果についてのアンケートをしたとか、下のグラフについては次期事業の事業手

法についてということでございますが、終わった事業について、次の事業は何でやってい

きますかということを問合せたアンケートの結果などを示させていただいております。 

 この結果を見ると、カラフルでわかりにくいのですけれども、下のグラフについては、

左側の青がPFI手法で引き続きやりますよということで、赤が指定管理者制度でやる。紫が

従来方式でやりますというグラフなのですけれども、例えば「学校・研究機関等」、上か

ら３つ目などだと従来方式でやるとか、下から４つ目の「教育・文化関連施設等」だと赤

の指定管理者制度、下から３つ目の「福祉施設等」だと、半分程度ですけれども、比較的

PFIが多いなど、いろいろな特徴があることもわかってきております。 

 このほかにも、次期事業手法についての検討に当たっての課題とか、事業実施中の課題

や対策などについてもアンケートに答えていただいて、今後ヒアリング等を行って掘り下

げていって、さらに情報発信などを進めていきたいと考えております。 

 11ページ、こちらは地域経済活性化につながるPFI事業推進研究会ということで、内閣府

と国土交通省と金融庁のほうで連携して、勉強会をやっております。前回の計画部会でも

こういうものをやっていますという情報提供だけはさせていただいたのですが、引き続き
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進めているところです。 

 研究会の構成員については、実際の地域の建設会社とか、地方金融機関とか、商工会議

所の会頭とか、地方においてPFIに積極的に取り組んでいらっしゃるような方に積極的に参

加いただいて、地域のプレーヤー、実際の建設会社とか地銀などが積極的にPFIに参画して

いくにはどうしたらいいのかというのを、実務者を中心に勉強していってはどうかという

ことで、研究会を進めているところでございます。 

 現在３回までやって、３月５日に３回目をやったのですけれども、年度内に提言を取り

まとめていきたいと思っております。この11ページの下のほうでは提言の骨子と書かせて

いただいておりますが、いろいろポイントは書かれておりますが、項目だけなので詳細は

書けておりませんけれども、議論の中でもうちょっと地銀とか商工会議所の連携を強化し

たほうがいいのではないかとか、さまざまな御意見をいただいて、今後アクションプラン

をさらにブラッシュアップしていく中でも反映できるものは反映していきたいと考えてお

ります。 

 ちなみに参考ですけれども、参考資料３、最後のほうに今の提言骨子の案について示さ

せていただいておりますが、きょうは時間も余りございませんので、説明は割愛させてい

ただきます。 

 内閣府の資料の説明は以上でございますが、続いて、資料②－８がPPP/PFI推進アクショ

ンプラン30年度版の進捗状況の毎年やっているPDCAをまとめた資料でございます。これに

ついては前回も御説明させていただいて、前回のときの議論としては、個別の取組ごとに

自己評価でＡ、Ｂ、Ｃ、Ｄをつけていたのだけれども、それではアウトプットの評価にな

っていてアウトカムの評価になっていないのではないか、そのように変えたほうがいいの

ではないかという御指摘をいただきました。今、個別ごとの自己評価は削除させていただ

いて、例えば１ページ目でいくと、１個目の施策の優先的検討についてはアウトカムに関

するデータ等ということで、実際に規定がどれぐらいできたかとか、20万未満ではどれぐ

らい進んでいるかという数値等を掲げさせていただいておりますが、このように施策ごと

にアウトカムがわかるような、想像できるようなデータを提示させていただいて、ほかの

施策についても同様にデータ等を示させていただいているところでございます。 

 実際に書かれている内容は、前回のアクションプランのレビューのときに提示させてい

ただいたようなデータをそのまま書かせていただいているので、きょうのところは説明は

割愛させていただきたいと思います。 

 私からの説明は以上でございます。 

○柳川部会長 ありがとうございました。 

 それでは、ただいまの各府省説明に関しまして、御自由に御質問、御意見等がございま

したらお出しいただければと思います。いかがでしょうか。いろいろ御説明いただきまし

たが、どこからでも。 

 お願いします。 
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○赤羽専門委員 御説明ありがとうございました。 

 ３点ほどありまして、１点目は国交省さんに対する質問です。重点分野の進捗状況等が

ありまして、空港等を御説明いただいているのですが、道路は一応目標達成ということだ

ったのですが、この中で従来、地方道路公社だったので横展開するというような情報提供

等があったのですけれども、資料②－８にも継続と書いてあったのですが、中で実際にど

ういうことをされているか。あとは、道路公社のみならず各高速道路会社とか、一般道も

あれはコンセッションではないですけれども、研究とか、そういうものの進捗状況の説明

が、私が見た限りでは見当たらなかったので御説明いただきたいというのがまず１点目で

ございます。 

 ２点目、これは総務省さんかもしくは厚労省さんかな。総務省さんの資料②－５のアク

ションプランの40のところなのですけれども、広域連携を促進するための目標設定といい

ますか、広域連携しなさいということで取組支援もあったのですけれども、具体的には財

政的なインセンティブがありますか。それがあったほうが昔の合併みたいにいろいろと進

むだろうということがあったので、具体的なインセンティブがありますかということが２

点目の質問です。 

 ３点目は、環境省さんに対する質問なのですけれども、これは私もよく知らないので教

えていただきたいのですが、浄化槽における取組を書かれていたのですけれども、これは

取組としてはおもしろいとは思うのですが、浄化槽は私の昔の理解だと、基本的に下水の

ほうにネットワークでやるための暫定的な措置かとは思っていて、浄化槽をどんどんやっ

ていくという以前の流れではなかったと思うのです。それが変わって、ネットワーク型で

なくて浄化槽も特に地方部では今後事実上は継続するだろうとか、そういったところでど

んどんこの取組を入れるという意味でモデル事業としてお取り上げになっているのかとい

うのが３点目。 

 以上でございます。 

○柳川部会長 では、大分多くなりそうなので、覚えておいていただいて、一括にしまし

ょう。 

 そのほか、いかがでしょうか。 

 足立専門委員、お願いします。 

○足立専門委員 御説明ありがとうございました。 

 私も３点、まず１点目に文科省様について、６ページ以降でコンセッションの実績が３

件、４件と出ていてすばらしいと思うのですが、有明の案件についても大阪の案件につい

ても、新設型の公設事業であると理解しています。これらについて、スケジュール感とか

の関係で仕方がなかったところもあると思うのですが、新設型事業で公設までやってしま

った後に運営段階からコンセッションとなると、一気通貫での最適な手法という観点で少

しもったいない面もあると思います。その辺で何か、運営権者、運営サイドの意見が設計

建設に反映されるような工夫などはあったのでしょうか。また、今後新設型の案件につい
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ては、一気通貫で「PFI＋コンセッション」という形でより効果的・効率的な事業推進につ

ながるように、ぜひ文科省様からも各地域へ御指導や周知を頂けるといいのかなと思いま

す。 

 ２点目に総務省様ですが、１ページ目の19番のところで総合管理計画とか固定資産台帳

等々について記載いただいていますが、これらは進捗が進んでいる一方で、現場などを回

っていますと、総合管理計画とか個別施設計画の策定が目的化してしまっている地域など

も多くみられるように感じております。ただ、改めて、この辺の計画づくりは、まちづく

りの再構築等の目標・目的を達成するための手段であるといったことを各地域でしっかり

腹落ちした上で、ポスト公共施設等総合管理計画というアクションにつなげていくことが

必要ですし、また、そこにどうPPP/PFIを手法としてうまく活用していくかということが大

変重要となってくると思います。そのあたりでもう一段、何か総務省様としての支援策や

具体のお考えがあるかどうか、教えて頂ければ幸いでございます。 

 最後に内閣府様ですが、10ページ目の期間満了案件のところの下のほうで、次期事業の

事業手法という図表がありますが、今後、事業開始後15年や20年たって事業完了・スイッ

チングの時期を迎える案件がどんどんふえてくるかと思います。その際、施設のあり方等

の改めての検討を各自治体でやることは勿論のこと、その上で、次期の事業手法について、

「維持管理・運営の最適化プラス、大規模改修の最適化」という観点から検討していくべ

きフェーズになっていくと思います。その辺を踏まえ、スイッチングに際していかに最適

な手法を検討・選定していくかについての何らかの道しるべを各地へ提示してあげられる

といいのかなと思います。コンセッションを採用するとの回答はなし、との記載もありま

すが、コンセッションは一手法なのでこれ自体は特段こだわる必要ないとは思います。た

だ、道しるべをもとに各地域で次期の最適な手法について適切に検討していった結果、も

しかしたらその先にコンセッションが選ばれるケースがふえてくる可能性などもあるかと

思いますので、気づきとして申し上げられればと思います。 

 以上でございます。 

○柳川部会長 根本委員、どうぞ。 

○根本部会長代理 根本でございます。 

 ４点あります。まず、厚労省さんで法改正の中で将来収支の公表を努力義務づけられた

のは大変いいことだと思っていて、ぜひ、計算結果の公表をしっかりしていただきたいな

と。努力義務とはいえ、どのぐらいの地方公共団体が計算をして公表しているのか、それ

らの集計値がどうなっているのか、足りるのか足りないのかをしっかりと開示していただ

きたいと思います。 

 ２点目、文科省さんで、最近ですが、廃校舎の廃校になった物件といいますか、築年が

物すごく若いものが出てきている。十数年で非常に再利用する側からするとありがたいの

ですけれども、何のために建てているのかよくわからないものがいっぱいあります。とい

うことで、これはPPP/PFI以前の問題として、最初から十数年ぐらいしかもたないであろう
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ものを50～60年の耐用年数でつくっていること自体に資源の無駄といいますか、問題があ

ると思います。そういう場合には暫定でリースにするとかというところを本則にしていく

というように変えていかないといけないのかなと思います。現状でもリース可能なのです

が、補助金が出ないということがありますので、そういう場合はリースでも補助金をイコ

ールフッティングで出すようにすることによって、十数年間もたせればいいのだという場

合はそれに見合った予算でできるようにすることを目指すべきではないかと。これは

PPP/PFIとは別の次元ですけれども、ぜひ検討をお願いしたい。 

 ３番目、総務省さんに関しては、固定資産台帳の公表がリンク集が始まるということで、

これも大変ありがたいのですが、ぜひデータ自体を各地方公共団体にデジタルデータでオ

ープン化してほしいということで、それができれば民間からさまざまな提案が自由に出て

くることになります。ということで、デジタルオープン化をお願いしたい。 

 ４番目が環境省さんで、先ほど浄化槽の話が出ましたけれども、公共下水道と集落排水

と、３つ合わせて３省合意で人口密度等ですみ分けていくという政策に変わっているとは

思います。その上で、そうなると公共下水道と浄化槽は要件化しているのですが、では、

集落排水はどうなっているのかという話になるので、これは環境省さんにということでは

なくて、内閣府から農水省にこの点はどうなっているのですかというのは聞いて、イコー

ルフッティングになるようにしていただきたいと。 

 以上４点です。 

○柳川部会長 ありがとうございます。 

 そのほか、いかがでしょうか。 

 白石委員、どうぞ。 

○白石専門委員 １点なのですけれども、厚労省さん、改正水道法に関しまして、いろい

ろ報道等で官民連携推進に関しましてはネガティブな報道も多くて、一部の自治体さん、

コンセッションを検討していたのですが、消極的になったという話も聞くのです。それに

対する厚労省さんの対応とかがあれば、ぜひ教えていただきたいと思います。 

○柳川部会長 そのほか、いかがでしょうか。 

 どうぞ。 

○江口専門委員 空港案件の見直しが行われたという資料が国交省様の資料であったので

すけれども、従来案件の中でディスクロージャーが十分になされていなくて、後で民間企

業がサプライズだったという案件があると聞いておりまして、ディスクロージャーについ

ては事前にしっかり前広にするようにという民間の意見をぜひ取り入れていただければと

思います。 

○柳川部会長 廻委員、どうぞ。 

○廻専門委員 御説明ありがとうございました。 

 先ほどの空港の検証委員会のメンバーだったのですけれども、この検証委員会は自分が

いたからではないのですが、私が非常に高く評価したいのは、PPP/PFIそれ自体が目的化と
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いうのですか、進んでいるうちにだんだん方向がわからなくなってくるようなところもあ

るわけですから、目的地自体がちゃんと変化していないか再認識して再整理したこととか、

方法論、仕組みですね。これがきちんと適切であり、例えば民間の企業にすごく負担をか

けているとか、手間をかけ過ぎているのではないかとか、さまざまなところを見直して、

なおかつ収益性と公共性のバランスというのですか。経営の効率化のみだけではなくて、

空港のような公共性の高いものは収益性と公共性をバランスをとりながら見ていくという

ことで、今回は関空のこともありましたので、安全・安心の面なども盛り込まれたわけで

す。 

 例えばほかの省の方に伺いたいのですけれども、検証をするときに、先ほどの内閣府さ

んの10ページの任期満了PFIの事業の検証というのは、これ自体はすごくよろしいかと思う

のですが、公共性と公益性のバランス、そういうところにも触れていくような検証はなさ

れているのかどうか。 

 それから、仕組みですね。もう一回このやり方では負担が多過ぎたのではないか、ある

いはディスクロージャーの問題もあるのかもしれませんけれども、このやり方をもう一回

見直した方がいいのではないかとか、そういった検証はなされているのかを伺いたいと思

います。 

○柳川部会長 ありがとうございます。 

 小森委員。 

○小森専門委員 １点、意見を申し上げさせていただきます。  

 文科省様の資料②－４、こちらの４ページ目「みんなの廃校プロジェクト」の中に、「企

業活用編」というパワーポイントをおつくりいただいておりますが、民間サイドとしての

意見をさせていただきますと、こういったものがあると「自分たちも取り組んでみようか

な」と思う新しいプレーヤー、企業もふえるのではないかと思われ、大変よいお取組であ

ると思いました。 

 特に「主なメリット」として「こういったことができますよ」「生産性の確保が可能で

す」等といったことが書いてあると、民間サイドとしても上に説明する際に参照しやすい

と思われ、こういった視点も持っていただけると大変助かると思いました。 

 以上でございます。 

○柳川部会長 そのほか、いかがでしょうか。 

 大西委員、どうぞ。 

○大西専門委員 １点、地域プラットフォームのことなのですが、こういった場をつくる

こと自体、非常に重要な取組なのですが、地域プラットフォームの場をうまく回していく

こと自体、結構ノウハウかなと思っています。この地域プラットフォームをどう回してい

くかに関するPDCAを回していくような仕組み、なかなか地域プラットフォームの評価をす

ることは簡単ではないと思うのですが、そうしたうまい回し方を共有できるような仕組み

を検討していただければと思います。 



19 

 

○柳川部会長 そのほか、いかがでしょうか。 

 佐々木委員、どうぞ。 

○佐々木専門委員 では、僭越ではございますけれども、総務省様の資料の中の１ページ

の19番でございますが、公共施設等総合管理計画、固定資産台帳ということで、順次出そ

ろってきていて100％に近づいているなという感じがございますが、このつくったデータな

のですけれども、岡山市も固定資産台帳はエクセルデータで公表しておりますが、問合せ

もほとんどなく民間活用に向けていくような感じではございません。そうした中で、こう

いうものをこのように公表した中で、PPP/PFIは進んできたという事例などを横展開してい

ただくようなことをしていただければと思います。 

 以上でございます。 

○柳川部会長 そのほか、よろしいですか。 

 それでは、大分いろいろ出てきましたけれども、順番にお答えいただければと思います。 

○国土交通省 国土交通省でございます。 

 まず最初に、赤羽委員から道路の話がございました。道路については、地方道路公社が

集まるような会議でも周知はしておりますし、また、我々は先導的官民連携支援事業とい

う検討経費を支援する事業もございまして、愛知以降も実は幾つかの県で公社のコンセッ

ションを検討するという検討の支援をしてきておりまして、徐々にそういう機運が出てき

ているのかなとは思っております。 

 また、一般道路を含めたPPP/PFIということは、コンセッションにはならないのかもしれ

ないのですが、重要な分野でして、維持管理費はこれからどんどん増加していく中で、道

路に限らず、河川、公園を含めて、そういう分野でPPP/PFIを活用していくことは重要だろ

うと思っております。それに向けてなるべく包括化して大きなロットで発注するとか、ま

た、性能発注化していくなど、民間のノウハウを活用していくやり方が大事だろうと思っ

ていますので、そういう事例を集めたり、そういった分野のPPP/PFIが進むように検討を進

めているところでございます。 

 また、江口委員から空港のディスクロージャーの件がございました。検証会議でも開示

等を積極的にやっていくようにという意見がございましたので、きょうの意見をまた担当

部署にもお伝えさせていただきたいと思っております。 

 以上です。 

○厚生労働省 厚生労働省でございます。 

 まず、赤羽委員の御指摘で、総務省さんにということでございましたが、どちらかとい

う私どものほうかと思いますので、御説明させていただきます。水道施設の整備に対する

財政支援は、全ての水道事業体、地方公共団体を対象に実施しているものではございませ

んで、財政条件の厳しいところだけに支援しているというのが水道の一般的な補助制度で

ございます。しかしながら、広域連携に取り組む水道事業者、市町村に対しましては、こ

れはそういう財政支援の厳しい事業体が中に含まれていれば全体を支援対象にできる。そ
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のような財政支援制度をつくりまして、そういう意味で、通常は補助対象とならない事業

体でも広域連携に取り組むとなれば補助対象にできるというようなことで、インセンティ

ブを持たせて取り組んでいるところでございます。 

 なお、今回都道府県に対して作成を要請しました広域化推進プランの策定経費につきま

しても、私どもの交付金あるいは総務省さんの方の地方財政措置で支援できる、そのよう

な仕組みをとっているところでございます。 

 それから、根本委員から御指摘のありました、今回の水道法改正で水道事業者に努力義

務として課せられました水道事業の収支の見通しの作成公表の件でございますけれども、

これはもちろん水道事業体に対しては、作成のみならず公表が努力義務とされております

し、私どもとしても全国の状況を取りまとめて公表していくということをぜひとも進めて

いきたいと考えているところでございます。 

 それから、白石委員から御指摘のございました改正水道法に基づくコンセッションに関

する新たな制度の導入につきまして、非常にネガティブな報道も多かったということでご

ざいまして、私どももそのように感じているところでございます。法案成立後もいろいろ

御指摘のあったことにつきましてQ&Aを作成いたしまして、ホームページ上で公表しており

ますし、また、年明けから開催されております自治体を対象とするような会議の場等では、

詳しくその辺も御説明して誤解を解こうとしているところではございます。 

 それに加えて、特に今回の議論の過程では、海外ではコンセッションを初めとするそう

いう事業が失敗に終わっているのだ、そういう意味では衰退している施策なのだという誤

った御指摘も非常に多かったところでございます。そういう海外の状況も資料に取りまと

めまして、先日行われた公開の検討会ではそういったものも公表して、実際はこうなので

すよというあたりは私どもとしては一生懸命情報提供に努めているところではあるのです

が、まだまだ不十分なところもあろうかと思いますので、引き続き頑張っていきたいと考

えております。 

○文部科学省 文部科学省でございます。ありがとうございます。 

 ２～３点ほど御意見をいただきました。まず、足立委員から御意見をいただきましたコ

ンセッション事業について、設計とその後の運営とを分けているのはどうなのかというお

話がございまして、全く御指摘のとおりかと考えております。当然、設計段階から当初の

構想段階からコンセッションをやるほうが民間の創意工夫が活用できると考えておりまし

て、今回３年間という期限で数件の具体化という話がございましたので、広く公募させて

いただいたということもございます。その結果、既に具体的な事業があるものについてコ

ンセッションの導入を検討していただいたという経緯もございます。 

 ただし、既に設計が決まっているということによりましてコンセッションの導入ができ

なかった事例もございますので、今後はといいますか、本来設計から全体のコンセッショ

ンを考えるのが筋であるし、そのほうが効果が高いと考えておりますので、そのあたりの

周知を現在も行っておりますけれども、さらにさせていただきたいと考えております。 
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 ２点目、根本委員からの御質問でございまして、数年たって廃校になるような学校があ

るということでございましたけれども、実際はそれほど例は多くないと考えております。

と申しますのも、学校についてはある程度児童・生徒数がどうなるのか予測できるという

のが多うございまして、急にマンションができたからということは確かにあるわけですけ

れども、それは増要因でございますが、急に減ることは例としてはそれほど多くないと。 

 さらに、学校施設を計画するときに、そういったことも含めて長期的な個別施設計画も

32年度までにつくらないといけないことになっていますし、そういう計画を具体的に考え

ると。その中で統合であるとか、あるいは他の公共施設との複合化であるとか、そういっ

た具体的な近い将来の計画も考えた上で整備を進めていくのが当然のことでございますの

で、その辺の周知を図っていかないといけないと考えております。 

 先ほど御提案がありました一時的な利用というのは、確かに公立の小中学校ではなかな

か例はなくて、全く例がないことはなくて、廃校を前提にどこかの施設を学校に一時的に

改造するとか、そのような例もございます。ただ、例えば大学の施設であるとか、そうい

うものについては使用期限をある程度当初から想定しまして、簡易な仮設的な建物につい

ても整備しながら、全て長寿命化ということではなくて、その使用を考えた使い方、ある

いは整備の仕方があるのではないかと考えております。 

 最後に、小森委員から廃校の活用の取組について評価いただいたと理解しておりますけ

れども、ホームページのマッチングサイト、あるいは資料の作成、地域プラットフォーム

での紹介以外にも、昨年、具体的に名称は忘れてしまいましたが、実際に廃校活用を希望

する地方公共団体の方と企業の方に集まっていただいて、その場でいろいろ御相談してい

ただくような会も開催した実績がございますので、今後ともそういう機会を通じて廃校活

用をさらに進めていきたいと考えております。 

 以上でございます。 

○総務省 総務省でございます。 

 まず、足立委員から総合管理計画の策定が進んでいるけれども、策定自体が目的化して

いる意識が現場にあって、アクションにつなげていくことが重要ではないかという御指摘

をいただきました。 

 総務省としては、公共施設の総合管理の必要性、老朽化対応としてすぐにでも取り組ま

なければならないということで、今ある問題を見える化することが大事だと。なので、ま

ずはつくれとお願いをしてきたのが実態でございます。現場の中でつくること自体が目的

だという声もあるかもしれませんが、これの策定によって計画的な見通しを立てることが

できたという御意見も承知しておりまして、今後、この計画はほぼ全団体でできておりま

すので、この計画に基づく取組が大事であります。もちろんPPP/PFIも含めて実際のアクシ

ョンにつなげていくことが大事でございますので、民間活力活用という視点も持ちながら、

具体のアクションを進めてくださいということについては、当省としても取り組んでいき

たいと考えております。 
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 また、根本委員から固定資産台帳の公表の際にはデジタルデータで公表すべきだという

御指摘をいただきました。現在、県、政令市、一般市、町村、それぞれエクセルデータで

公表している例があることは承知しているのですが、どれだけの団体がエクセルデータで

評価、公表しているのかということは、今、手元にはないのですけれども、必ずしも全て

がデジタルデータで公表はされていないと承知をしております。作業負荷の問題はありま

すけれども、デジタルデータで公表したほうが活用したい皆様からアクセスしやすいこと

は御指摘のとおりかと思いますので、実際の作業の手間もお聞きをしながらとなりますけ

れども、このデジタルデータでの公表について検討させていただきたいと思います。 

 また、同じ関連になりますが、佐々木委員からこのデジタルデータで公表しているけれ

ども、問合せもなく、活用されている例があれば横展開をということでございました。大

変恐縮ながら、総務省でもエクセルで固定資産台帳の公表が民間活力の活用につながった

例は現時点で承知しておりません。当然、そのような例を承知しましたら横展開させてい

ただきたいと思いますけれども、ぜひ現場の皆様からこういう例があるということが私ど

もの耳に入ってくるように意思疎通を密にしたいと思っております。 

 以上であります。 

○環境省 環境省の浄化槽推進室長の松田です。 

 先ほど赤羽委員から浄化槽について、下水道が来るまでの暫定的なものではないかとい

う形で、汚水処理場事業の浄化槽の位置づけについて御質問がございました。その点につ

いて少しお話しさせていただきます。 

 根本委員からも御紹介がございましたけれども、汚水処理施設につきましては、公共下

水道と集落排水事業と浄化槽、主にこの３つのもので構成されております。今、汚水処理

人口は普及率として全国で90.9％まで普及が進んでいるということでございますけれども、

主にこの３つの事業形態の特徴を踏まえて、特に経済性の観点からそれぞれの地域でエリ

ア分けをして、特に人口が集中しているようなところは集合処理の下水道や集落排水で行

って、比較的人口がまばらなエリアでは浄化槽で整備をする。こういう形ですみ分けをす

るような形になっております。 

 今、浄化槽については1175万人の方に利用していただいておりますが、日本全国で未普

及人口1160万人ほどおられますので、特に今後、人口がまばらな地域が非常に多いと思い

ますので、浄化槽の整備にPFIも含めてしっかり取り組んでいきたいと思います。 

 以上です。 

○宇根企画官 続きまして、内閣府でございます。 

 まず、足立委員と廻委員から、事後評価のことで運営や更新の手法の最適化の指導をし

っかりしたり、やり方の見直しなどをしっかり検証しないといけないのではないかという

御指摘をいただいております。今までも問題が生じれば、例えばタラソがだめになったと

いう話があればモニタリングのやり方を検証しようかとか、そういう話はあったのですけ

れども、マクロな目で見て検証していくということはなかったと思います。今、事業推進
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部会で事後検証をやっておりますので、そのあたりでもうちょっとマクロな見方で見て、

やり方の見直しとか手法の最適化を議論していって、標準化できるようなものがあればマ

ニュアルに反映しますし、標準化が難しければ事例の紹介とか情報発信とかで対応してい

きたいと思います。 

 根本委員からお話のあった集落排水について要件化はどうなっているのかという話です

けれども、農水省にも依頼はしたのですけれども、今、やるという話は聞いていないです。

環境省のほかの２事業はやった中でやらなくていいのかという視点で農水省にお伝えした

ことはないので、改めて根本委員の指摘を受けて農水省に伝えていきたいと思います。 

 大西委員から地域プラットフォームをどう回していくのかが非常に重要だという御指摘

がありましたが、御指摘のとおりでして、我々は今までやっているつもりなのですが、シ

ステム化していなかったところもありますので、今回協定プラットフォームでは、協定事

項の中で課題や要望についてちゃんとまとめて必要に応じてほかのプラットフォームと共

有したり、我々内閣府や国交省と共有することも一文入っていたりしますので、そういう

のもしっかり活用しながらシステム的にPDCAが回るようにしっかり気をつけていきたいと

思います。 

 内閣府からは以上でございます。 

○柳川部会長 よろしいですか。 

 それでは、まだいろいろお伺いしたいところはあるかと思いますけれども、質疑応答は

ここまでにさせていただければと思います。 

 続いて、議事③のPPP/PFI推進アクションプラン（平成31年改定版）たたき台について、

事務局から御説明をお願いいたします。 

○宇根企画官 それでは、私から改定版のたたき台について御説明させていただきます。 

 まず、資料③－１をごらんください。改定のポイントについてということで３点ほど挙

げさせていただいております。 

 既に具体的内容は御説明いただいたところもあるのですけれども、まず１点目は、交付

金事業等における導入検討の要件化ということでございますが、１点目の●の一般廃棄物

処理施設と浄化槽について追加をしたということと、国交省さんのほうで公営住宅の分野

において範囲を拡大したというのがポイントとしてあります。 

 ２点目のポイントとしては、PPP/PFI地域プラットフォームの支援強化ということでござ

いますが、これについても先ほど国交省と内閣府から説明しましたが、協定制度などを創

設したりして、強化を図っていくということでございます。 

 ３点目は、地域創生に資するPPP/PFI事業の支援強化ということでございますが、こちら

についても内閣府の先ほどの資料でありましたが、PFIのコンサルティング支援機能を強化

したり、地方創生推進交付金などによって導入可能性調査費等も含めてPPP/PFI事業を推進

していくということを盛り込んでいきたいと思っております。 

 いずれもレビューで検討いただいて、今年度の改定でしっかり進めていくべきというこ
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とを意識して改定していくポイントでございます。 

 続きまして、資料③－２で、主な点だけ具体的にどのように改定するのかを示させてい

ただきたいと思います。 

 まずは９ページを開いていただいて、一番右上が⑥となっておりますが、こちらのほう

で導入検討を要件化した事業というのを示しておりましたが、公営住宅、下水道、都市公

園に加えまして、環境省が拡大する２事業を追加しておるところでございます。 

 また、右下の⑨について、こちらのほうでは⑨の上から３行目のところの一番右からで

すけれども「地域創生に資するプロジェクトとしてPPP/PFIの活用を図る地方公共団体の自

主的・主体的で先導的な取組について、地方創生推進交付金により積極的に支援する」と

書かせていただきまして、地方創生交付金によってしっかり支援していくということを書

かせていただいております。 

 10ページの左下から11ページの右上にかけてですけれども、こちらについては地域プラ

ットフォームについて改定事項を書かせていただいております。左下の①の一番右端のと

ころですけれども、平成31年に創設したPPP/PFI地域プラットフォーム協定制度を含めて、

地域プラットフォームを活用していくということを書いているのと、右の11ページに移っ

ていただいて、一番上の１行目の途中からですが、プラットフォームを活用しつつ、導入

可能性調査等を実施した地方公共団体数について、平成30年度から平成32年度の目標を200

団体とするということで、目標なども定めながら取組を進めていくということでございま

す。ちなみに、11ページの上から５行目のところですけれども、こちらにも参画する地方

公共団体数について目標600団体とするということで、地方公共団体の参加数についても目

標数を設定させていただいております。 

 18ページ、真ん中ら辺の③と④ですが、ここは取組の中で、その他の柱になってしまう

のですけれども、こちらのほうにポイント以外のところですが、レビューなどで御指摘を

受けた事項を反映しております。③については、標準契約書の検討に関することですけれ

ども、標準契約書の実態把握や分野ごとに収集・整理・分析するなど、環境整備を行って

いくということで、③に書かせていただいております。 

 ④については、キャッシュフローを生み出しにくいインフラについてPPP/PFIを導入する

ことを検討していくということでございます。こちらは前回の計画部会で情報提供しまし

たが、経済財政諮問会議のほうで類似の指摘を受けております。計画部会の中でもやって

みていいのではないかという御意見もいただきましたので、アクションプランのほうに反

映させている状況でございます。 

 18ページ、下の「４．集中取組方針」以降は、今後未来投資会議にどちらかというと主

導的に検討していただくのですけれども、今の検討事項と変わっているところについては

反映させていただいております。 

 ただ、一部について、まだ調整中のところがありまして、21ページをごらんください。

灰色の網かけの部分がありますが、水道事業について目標の事業数ですね。これについて、
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今書いているのは昨年のままなのですけれども、今年度目標を達成しましたので、今後の

目標をどうするかを今後議論していかなければいけないのですが、今までの経緯もありま

すので、未来投資会議で主導的に検討いただいて、次回の計画部会でお示しさせていただ

きたいと思います。 

 今、このページは水道ですけれども、公営住宅と文教施設も同様にありますので、そち

らも25ページになりますが、25ページに灰色の網かけをさせていただいて、今、過去の30

年度版のをそのまま書いておりますけれども、今後また５月の計画部会でお示しさせてい

ただきたいと考えておるところでございます。 

 私からの説明は以上でございます。 

○柳川部会長 ありがとうございます。 

 たたき台ということですけれども、ただいまの御説明に関しまして、御質問、御意見等

がございましたら、御自由にお出しいただければと思います。いかがでしょうか。 

 どうぞ。 

○江口専門委員 ありがとうございます。 

 前半の続きで、また道路の問題なのですけれども、資料②－８の一覧表の中で、6/21ペ

ージ、16番に道路のお話があって、今、関係者間で検討を実施というところで継続となっ

ていて、それが今の案の24ページに道路があるのですけれども、こちらに載っていないの

です。ですから、ここをぜひ載せていただいて、検討というのがこの前からずっと検討の

ままで変わっていないので、ぜひ野心的な案を織り込んでいただければと思います。 

 国交省様は空港では優等生でトップランナーで走っていらっしゃるのですけれども、残

念ながら道路のほうはなかなか進んでいないところが懸念になります。きのう、葛飾北斎

の展示会に行ってきたのですが、やはりお江戸日本橋の橋が見えないというのは非常に残

念なので、インバウンドの需要をふやすためにも、ぜひ日本橋の空をあけていただければ

と思っています。 

○宇根企画官 アクションプランの書きぶりの話なので、内閣府から補足説明をさせてい

ただきますが、道路の検討について、実は12ページの（３）の【具体的取組】の①のとこ

ろで「検討を引き続き推進する」とあるので、そういった意味で検討については書いてい

るのですが、ただ、委員の言われた野心的な検討を引き続き進めてほしいというご意見に

ついては、国交省から道路部局にお伝えいただくようにいたします。 

 以上です。 

○国土交通省 今、内閣府さんにおっしゃっていただいたとおりでございます。 

○柳川部会長 そのほか、いかがでしょうか。 

 どうぞ。 

○石田専門委員 御説明ありがとうございました。 

 今年度はレビューをして、レビューの結果から新しい施策なりなんなりをつくっていた

だいているので、非常に説得力のある内容になっているのではないかと思っております。 
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 その上で２つあるのですけれども、改めてレビューを見まして、きょう参考資料②とい

うことでお配りいただいていて、これの一番最後の69ページから71ページにかけて⑦まで

７つ、今後の方向性を書いていただいていて、おおむねここから新しい施策は検討いただ

いていると思うのですが、１つだけ、70ページの⑤民間提案のところについては、何ら施

策のほうに追加的なものが盛り込まれていないように見受けられます。 

 民間提案制度については、事業推進部会でいろいろ検討いただいていると承知しており

ますけれども、私もいろいろな自治体さん、民間企業さんとお話ししていると、最近、民

間提案を活用していこうという動きはじわりと進んでいるなというイメージがございます。

ただ、一方で、皆さんすごく心配されているのは、それが両者にとってメリットがあると

思っていながら、第三者にどう説明していくのか、公平性、透明性というのがきちんと担

保されていることをどのように対外的に発信していくのかということも非常に悩みながら

手探りでやられているなと考えております。来年度あたりはいろいろな事例が顕在化して

くると思っておりますので、ぜひそういった情報を集約して、不安なく民間提案を有効に

活用していただけるような環境整備を進めていただきたいと思っておりまして、何らかそ

ういったところを意識して、アクションプランにももうちょっと拡充が図れないかという

ことを検討いただければというのが１つ目でございます。 

 もう一つが、こちらもレビューでは特段の言及がないということではあるかと思うので

すが、今の御説明いただいたアクションプランの17ページの「（７）その他」のところの

①に、新しいところにはなっておりますけれども、国・地方公共団体等がみずから資産を

保有し、公共サービスを提供するという従来の手法以外の柔軟な手法についてということ

で、こちらは昨年度に新しく盛り込んでいただいた施策だと思います。こちらは先ほどの

御説明を省略された資料を見ますと継続となっているのですけれども、こういったPPP/PFI

を検討していくそもそも論として、これから需要も減少して社会も大きく変わっていく中

で、いかにして将来の財政的な憂いを少なくして、かつ民間の創意工夫を生かして公共サ

ービスの提供の仕方を変えていくかということだと思っております。ぜひここについても、

これはアクションプランの改定についてということよりは具体的な検討を進めていただけ

ればと思います。 

 私の知るところでも、きょう環境省さんから廃棄物について非常に進んでいますけれど

も、一方で民間投資型みたいなものも少しずつ話が出てきているなと思っておりまして、

そういったものも該当するのではないかと思っていますが、ぜひ検討を進めていただけれ

ばと思っております。 

 以上です。 

○柳川部会長 ありがとうございます。 

 特に検討を進めるということでよろしいですか。 

○宇根企画官 検討を進めさせていただきます。 

○柳川部会長 そのほか、いかがでしょうか。 



27 

 

 廻委員、どうぞ。 

○廻専門委員 国交省さんの空港はどんどん進んでいて12件目標を達成しているわけです

けれども、道路がなかなか進まないという話もあったのですが、この目標自体が最初に空

港６件で道路１件ですね。道路が進まないのは、それなりに意味があるのではないかなと。

書きぶりの話でなくて申しわけないのですが、空港の場合ははっきりとした課題がありま

して、それを解決する一つのやり方としてコンセッション方式があったのですけれども、

道路のある課題を一般的にコンセッションで解決、愛知県道路公社しか出ていないという

のは、それなりの意味があるのかなと。一生懸命検討するとおっしゃっていましたけれど

も、私の感想です。 

 地域プラットフォームなのですけれども、地域プラットフォームに国がどの程度かかわ

るのかというのは、よく地域プラットフォームはそれぞれの団体というか、経済団体だっ

たり自治体だったりが対等に入ってくるので結構まとまらないので、わさわさやってみん

なが言いたいことを言って終わってしまうことになるのではないかという心配がありまし

て、誰かが取りまとめる、それはそれぞれの担当の国がやるのでしょうか。地域プラット

フォームを頑張るということはここに書いてあるのですけれども、どこかの大学の教授会

みたいにとか、イギリスの議会みたいになったら嫌だなと思いまして、実効性のあるもの

にするにはどうしたらいいのかと思いました。大事なことなので。印象で済みません。 

○柳川部会長 特に２番目の点はいかがでしょうか。 

○宇根企画官 ２番目については、おっしゃるとおりしっかり支援していかなければいけ

ない中で、具体的にどうするのだというのはあるのですが、プラットフォームごとに特性

が大分違うもので、余り関与しなくてももうしっかり進んでいっているところもあるし、

国のほうでかなり力を入れてやらなければいけないなというところもあるので、そこは参

加者の温度感とか状況を見ながら適切に支援していきたいと思っております。 

○柳川部会長 特に目標の数字が書かれているので、それはそれで重要なことなのですけ

れども、先生方の御指摘の懸念は、数字が優先してしまって、結局のところ中身が伴わな

くて、逆にいろいろ足を引っ張るような結果にならないかという御懸念だと思いますので、

そのあたり、少し手当てをきっちり考えていただければと思います。 

○宇根企画官 少なくとも足を引っ張るようなことはないように支援していきたいと思っ

ております。 

○柳川部会長 道路の件は、もし何かコメントがありましたら。 

○国土交通省 担当部署にお伝えいたします。 

○柳川部会長 赤羽委員、どうぞ。 

○赤羽専門委員 総論的に、前回レビューを前半期レビューということでやっていただい

て、このアクションプランのところには、何か導入部のところにそういうものを少しは書

いたりしないのでしたか。これは30年度からの改定の見え消しということですね。全部は

書けないと思うのですけれども、行ったところ、例えば資料を言及するとか、その辺を入
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れていただきたい。 

○宇根企画官 わかりました。 

○赤羽専門委員 それは総論的なところで、各論的には国交省さんの空港とか道路とか、

道路の横展開のところ、後ろで目標のところは書いてあるのですけれども、御指摘いただ

いた12ページの【具体的取組】になるのかわかりませんが、先ほどお話しいただいたPPP/PFI

という意味でいうと、包括委託とか複数年契約も結構重要な課題であると認識しているの

で、どこかでそこに取り組んでいることをぜひ書いていただきたい。道路局さんといいま

すか、どれぐらいオープンになっているのかチェックしていないのであれなのですけれど

も、この中にもやっていることについては盛り込んでいただいたほうが民間ももうちょっ

とわかりやすいだろうと思います。 

 以上です。 

○柳川部会長 もしコメントがあれば。 

○宇根企画官 包括委託とか、そういったこともしっかり検討していくことについては、

18ページに新たに追記することとして④とあるのですけれども、キャッシュフローを生み

出しにくいインフラに対して導入していくようにということを書いているのです。道路を

ということは書いていないのですが、そこも含めて検討していこうかと思っています。た

だ、わかりにくいなというコメントも今、聞こえましたので、それも踏まえながら今後ア

クションプランについてはブラッシュアップしていくことを検討していきたいと思います。 

 以上です。 

○赤羽専門委員 お願いします。 

○柳川部会長 そのほか、いかがでしょうか。よろしいですか。 

 たたき台ということで、まだこの後にブラッシュアップされますので、もし御意見がこ

の後出てきましたら、事務局にお伝えいただくということでお願いいたします。 

 よろしければ質疑応答はここまでにさせていただいて、ここで根本委員からPFI制度に関

する検討事項を御提案いただいていますので、根本委員より御説明をお願いいたします。 

○根本部会長代理 資料④をごらんください。３が（１）（２）（３）とありまして、合

計５項目ですが、簡単に要検討事項の御提案ということです。 

 １は再三話に出ている包括管理委託ということで、これは公共施設と土木インフラ、道

路も含めて両方で行われていて、それぞれ相当の成果があらわれているわけですが、現状

は例外的な措置で単年度計画掛ける３年とか非常に短期契約になっていますので、これを

PFIの枠組みに入れることによって長期契約に資するということと、原則、こういうものが

望ましいのだよというメッセージを出していくことが必要かなということであります。 

 キーワードとしては、アベイラビリティペイメントのように、品質に応じて対価が変わ

っていくというリスクの移転が行われるものであるとか、あるいは運営権自体も、もうこ

ういうものも含めていくということで、より民間に責任を持って行っていただけるような

方向があるのではないかと思います。 
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 これについては、恐らく多くの方々の御賛同も得られるのかなと思っておりまして、ア

クションプランの中でも、先ほど18ページの④のところにという話がありましたけれども、

ここでは海外事例の調査としか書いてありませんが、もっともっと踏み込んで記載をする

ということですね。道路についてとか、公共施設についてとか、それぞれ論点が違うので、

少しわかるように記載するというのと、改定のポイントといことで、今、１、２、３とあ

るのですが、ぜひ４番目にこの項目を入れるということで、改定のポイント自体がやや小

さくなってきているなという感じがするので、ここらで大きな方向感を持ったものをポイ

ントとして追加するのはどうかと、これもあわせて提案をさせていただきます。 

 ２点目が、コンセッションの対象に新増築を含むということで、現状は既存の物件をコ

ンセッションの対象にするイメージで行われているということで、法律上、できなくはな

いのですけれども、みなし物権であるということで物が先に存在しますので、新築の場合

に設定するのは技術的に結構面倒くさいということがあります。ということで、もう新築

でも結構ですというような形で明確にすべきというのが２であります。 

 ３点目は、ファイナンスの話で、むしろファイナンスをする民間側の自由度を高めると

いう趣旨で３つございます。（１）はSPCの株式の流動化ということで、近年、案件が非常

にストックベースでふえてきていて、SPCの株自体は少ないわけですけれども、連結してし

まいますと、そのストックでふえた負債が本体に連結されてしまいまして、本体の格付に

悪影響を与えることになって、それが制約になってしまうという本末転倒の出来事が置き

かねないということですので、早目に流動化をさせてあげるということで、法では全然禁

止はしていませんけれども、なかなか譲渡してもいいですよと言ってくれる自治体がない

のも現実ですので、そういった御懸念をカバーしつつ民間の株を流動化していくというの

が（１）です。 

 （２）は自治体が資産を保有する必要がないという先ほどの論点にも係っていくるので

すが、管理する民間側も自分で所有していたほうが管理しやすい。一々議会に了解を得な

くて済むということもありまして、新しいものではなくて既存のもの、上下水道あるいは

学校等も含めて、セールアンドリースバックで、リートにセールをして、リースバックし

て引き続き活用するということで、お金は潤沢にありますので、お金を回す仕組みさえつ

くってあげれば回るのかなと。通常のリートと違ってそんなに高額の配当を要求するとい

う投資家ではありませんので、成立するところは十分成立するかなということであります。 

 （３）、これは銀行法の５％ルールというものがありまして、これは地域金融機関側も

ゼロ金利、マイナス金利の中でどうやって生きていくのかを考えるときには、エクイティ

ーで稼ぐビジネスモデルを導入しないといけないということで、今後５％ルールは緩和さ

れる方向に確実に行くと思うのです。そのときに、この分野をおくれないように入れてお

くということですね。SPCに持たせて、それを売却することで地域金融機関はビジネスとし

て回収する、安定的なSPCが存立するという形で、双方にとってメリットのあるようなやり

方の選択肢を提供するということであります。 
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 （２）と（３）は比較的新しい提案ですので、やや中期的になるかもしれませんけれど

も、こういうこともぜひ御検討いただきたいという提案であります。 

 以上です。 

○柳川部会長 ありがとうございます。 

 それでは、事務局からまずは何か御意見はありますか。 

○石川審議官 ありがとうございました。 

 いずれも重い課題でございますけれども、事務局から見ていましても、それぞれ非常に

重要なポイントだというのは実感できます。このうちどれかをアクションプランに載せる、

載せないというのは今後の審議を踏まえ、決定することでございますけれども、事務局的

に申し上げたいとすれば、いずれも新しい話で、今、根本先生からも物によっては中期的

なという話がありましたが、先ほどもありましたが、アクションプランに目標とか、何年

までに何件やるとか、何年までに法改正しようと。 

 例えば１についても、公共施設運営権のいわゆるコンセッションですね。この対象は利

用料金を生み出す施設だけということになっておりまして、もし利用料金を生み出さない、

要するに、自治体からの委託費だけといったものもコンセッションに入れろとなれば、こ

れは法改正が必要になります。 

 ２についてもおっしゃるとおりでございまして、長い20年、30年というコンセッション

をやっている間に新たなビル建築あるいは浄水場など、そういった不動産の建築が必要に

なった場合に、現行法では読めない。要するに、運営権者ではできない。したがって、新

たに自治体が発注しなければいけない。これが適切な運営事業の実施の足を引っ張るので

はないかという実務界のお話がある。ただ、これも法改正が必要になります。 

 ３の（１）についても、例えば上場リートですとか、どういった主体がSPCの株を引き受

ければ実際の管理者である自治体が納得するか。そういうことによっては投信法改正も必

要になります。（３）についても銀行法改正ということで、いずれも重いテーマでござい

ますので、アクションプランにどれを盛り込むかは皆様でお決めになっていただくことで

すけれども、いずれにしても目標ですとか、件数ですとか、その辺はお手やわらかにお願

いしたいというのが事務局の感想でございます。 

○柳川部会長 何か委員の皆様方で御意見、御感想等がおありでしたら。 

 江口委員、どうぞ。 

○江口専門委員 事務局が大変になることは重々承知しているのですけれども、こちらは

PFI推進委員会ですので、推進の方向でぜひやっていただけないかと御期待したいと思いま

す。特に根本先生のおっしゃったSPCの株の流動化の点は、流動化ができると書いてあるの

ですけれども、余り実例がなくて、外国の投資家さんが入ってくるときに必ず一番最初に

聞かれるのがこの点で、日本は流動化ができないからやめるという残念な結果にもつなが

ってしまっています。かつ、日本の年金を日本のインフラに回すという本当に非常に大事

なことにつながってくるわけです。流動化がないと年金を後押ししてくれませんので、自
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分たちの年金を自分たちのインフラに投資するのは非常に大事なことですので、ぜひここ

はやっていただきたいなと。昔から言っているのですけれども、なかなか実例がないのが

実情だと思います。 

 あと一点、せっかくこういう未来に向かった大きな話をしているので、政府のインフラ

輸出戦略というものがあって、その中にPFIみたいなインフラを海外に輸出しましょうとい

うのも入っているのですけれども、今、アジアの地域でも、結構PFI法がどんどん整備され

てきて、タイもこの間新しい改正をして、どんどんやっていきましょうとなっています。

ただ、アジアの国はなかなかうまくいっていないのが実情です。ですから、日本のせっか

くここまでうまくいっているやり方をアジアに広げていって、かつ日本の企業がそこで仕

事ができるように、そういう支援していくという視点も中長期的には政府のインフラ輸出

戦略と合うと思いますので、そういうものも考えていただきたいと思います。 

○柳川部会長 ありがとうございます。 

 赤羽委員、どうぞ。 

○赤羽専門委員 今、江口先生がおっしゃったこと、私もそう思いますし、１番、２番も

結構重いといえば重いのですけれども、２番はこれができないと結構いろいろ実務的に将

来的に年数がたったコンセッションだと除却して新築していくというのが当然のことなが

ら想定されているのですが、みなし物権とした都合、公物の管理権というところの切り出

しなのでということなのですが、何らかその切り口といいますか、実際上、必要なことを

やるための法改正だと思いますので、みなし物権制度の枠内でやるのか、別にして何らか

の手当て、必要ならば法律上の手当てができないと割と変わったPFIになってしまう。海外

と比べて変わったコンセッション事業の類型になってしまう。 

 １番も当然ながら先ほどいろいろな道路も初め包括委託などもありましたけれども、こ

こもいろいろな手法がとれるはずであるのに、まだなかなかPFI手法を取り入れにくいとい

うことですので、ここも何らか必要であれば、特定の行政契約の類型もしくは法律の手当

てをしてこういったことができる、特例みたいな感じで、そういうことをやることによっ

て促進ができるのではないかと思います。 

 ３は先ほどの話で、もちろんなのですけれども、セールスアンドリースバックも、こう

するとまたリート法人で持つと税金がどうなるかとか、イコールフッティングの問題もま

た出てきていますし、大規模修繕の費用の税金の関係も出てくるのですが、それも含めて

仕組みを検討すべきとおっしゃっているのは、そこも含めてだと私は理解していますので、

ここも実際上、非常に重要な検討ポイントだと思いますので、これも含めて考えていきた

い。１、２も法律上改正が必要だったら大変でしょうけれども、ぜひ必要ではないかと思

うので、進めていただきたいと思います。 

○柳川部会長 どうぞ。 

○財間専門委員 ３の（１）のSPC株式の流動化のところなのですけれども、来年度、平成

31年度の記載案で事業契約書作成に係る支援というものがあったと思いますので、ぜひそ
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こで具体的な書きぶり的なところをお示しいただけるのであれば、そこまでできればあり

がたいなと思います。 

 といいますのも、コンサルさんによっては、そういうことを経験されていない方もいら

っしゃって、地公体がコンサルさんに頼って物事を進めていくときに、コンサル側が経験

のない方だと御提案いただけないものですから、そういった事業契約書あるいは実施方針

ですとか、そういったところでもう少し具体的な事項として掲げていただけると取組やす

いと思います。 

○柳川部会長 どうぞ。 

○廻専門委員 皆さん、推進ということで水を差すようで申しわけないのですけれども、

私自身はこういったことのいわゆる専門家ではないのですが、例えば１番の土木インフラ

を問わず包括管理委託という、多分４～５年で変わってしまうよりは長期契約のほうがと

いうのはよくわかるのですが、実際に土木インフラのことにかかわっている方たちとの、

もう少し意見を聞いたり、このやり方が、この方法が、この土木インフラの管理とか点検

とか、今、非常に重要な問題になっていますけれども、これがこういった方式となじむの

かどうかというのは、経営のパートだけではなく、社会資本の専門家の人たちともお話し

してからいろいろ考えて、もう少し時間をかけたほうがいいのではないかという気がしま

す。 

 それから、増築のことは前から空港もそういう話も出ていてよくわかるのですが、この

ことは私もそうかなという気がするのですが、３番目のSPCに関しても確かに進める立場か

らするとおっしゃるとおりだと思うのですが、公共性のあるものに関しては公共と収益と

のバランスというか、そういうことも考えつつ、このことももう少しいろいろな面から議

論してからのほうが、私は保守的なので慎重にと、そういう感じがするのです。もちろん

ここは推進委員会で、もっとたくさんやれということなのであるのでしょうが、やっては

いけないということではないのですが、もう少し議論したり、ヒアリングしてからこのこ

とを取り上げたほうがいいような気がしています。 

○柳川部会長 佐々木さん。 

○佐々木専門委員 私も今の３のファイナンスの選択肢の拡大のところのSPCの株式の流

動化についてはやや疑問かなと思っておりまして、自治体のほうは公共の福祉にのっとっ

た施策を行政でしてほしいというお声を聞きながら、それを民間のほうでしていただくと

いうことになります。そんなときに十分説明をしながら、民間のほうにしていただくわけ

でございますが、こういう相手でこんなことをしてくれるから安心ですよというのは説明

いたしますが、その先が全くわからなくなってしまうかもしれないという不安をどうやっ

て払拭したらいいかなということもございますので、このあたりは丁寧に慎重に御検討い

ただければと思います。 

 以上でございます。 

○柳川部会長 大西委員、どうぞ。 
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○大西専門委員 私も③－１のSPCの株式の流動化のところで、同じ意見なのですが、あえ

て私もそのように思っているということをここで表明させていただきます。特にケース・

バイ・ケースであるのかもしれませんが、コーポレートガバナンスというか、仮に投資家

が短期的な利潤を追い求めるような形のインセンティブを持ったときに、それが経営者に

対してどういうインセンティブを与えるかとか、同じことなのですが、もう少しきちんと

議論が必要かなと思いました。 

 以上です。 

○柳川部会長 国交省さん。 

○国土交通省 包括管理委託の話で、我々も重要だと思っておりまして、根本先生のおっ

しゃるとおり、進めていくことを我々は一生懸命やろうと思っているのですが、制度上の

課題というよりも我々はこれをやるために前提だと思っていることは３つほどあります。

一つは包括化して大ロット化していくということでして、どういう業務を一緒にやってい

くかですね。道路と公園を一緒に管理している例もありますし、上下水道も一緒に検討し

ようというところもあります。一方で、実はいろいろな分野をくっつけ過ぎるとやる業者

がいなくなってしまうなど、うまくいかない可能性もあり、どの程度くっつければうまく

いくのかなというのが一つ、我々もまだ勉強している最中です。 

 もう一つが、先生がおっしゃったアベイラビリティペイメントについては、対価の支払

いと裏返しなので、性能発注と裏返しだと思うのですけれども、性能発注をどう規定する

のかは結構難しいと考えています。従来のように草刈りを何月にやりなさいという話では

なくて、例えば標識が見えるようにやりなさいと規定しているところもありますし、先生

も御案内だと思うのですけれども、府中市などは身体、財産に著しい影響が出ないように

管理しなさいと書いてあるのですが、では、実際にそれはどういう管理水準なのかについ

ては、役所と相当時間をかけて協議しないと出てこないものになります。加えて、大きな

市だと市道だけで、1,000キロ、2,000キロ、3,000キロぐらい管理するので、そういうもの

の性能をどうチェックするかなど結構実務的に難しい点があるかなと考えています。 

 あと、先生のおっしゃっていた長期契約ですね。長期契約というのは民間ノウハウを生

かすために大事なことだと思うのですけれども、我々は自治体にとって長期契約を阻害す

る制度的なものはないと思っているのですが、でも、なぜ実際の契約期間が短いのかとい

うのも現場の状況を聞いていかなければいけないのかなと思っています。推測するに、一

つは地元業者の受注機会の配慮みたいな意識もあるのかなとか、加えて、先生も御案内の

とおり維持管理分野はどんどん新技術を入れていっていますので、技術の速い変化を考え

ると、その分野で10年、20年というのは向くのかどうかというのはあるのかなと。今、維

持管理とかもドローンを入れたりなどをやっていますし、市民がスマホでGPSつきで投稿し

て穴があいている箇所を連絡するというのも始めているところがあるので、いろいろな動

きもあるので長いのも難しいのかなとか、正直、まだ我々も勉強中です。 

 ただ検討していって、どのように今言ったような課題をクリアしていくか。そういうと



34 

 

ころをちゃんと勉強してやっていかなければいけないと思っております。ですので、どう

いうやり方がいいのか、今時点で結論づけていくのは難しいなと思っております。 

 以上です。 

○柳川部会長 いろいろな御意見、ありがとうございました。 

 PFIを推進していかなければいけないことは、ここにいらっしゃる皆さんも異論のないと

ころだろうと思います。ただ、それをどういった形できちんと手当てをしながらやるかと

いうことは当然御議論に出てきたようにきちんと考えなければいけないということだと思

いますので、こういう形で根本先生から出していただきました要検討事項でございますの

で、これを前向きな方向でしっかり検討することは皆さん、御異論なく御了承いただける

のではないかと思います。 

 例えば法改正が必要であれば、法改正の過程で、御懸念が出されたようなポイントは当

然議論されることになりますし、具体的に今、国交省さんからお話があったような現実的

なところを実際にやっていこうとすれば少し聞かなければいけないというのも事実だと思

いますので、そのあたりのところは当然議論する中でいろいろ懸念点や課題はクリアして

いくということだと思います。検討していくこと自体はとても重要なことだと私は思って

おります。 

 ただ、それを今回のアクションプランにどこまで書き込むかというのは、今、割と時間

が迫っている中で少し悩みの種なところではあろうかと思いますので、そこは事務局で少

し御検討していただいて、私のほうも少し検討しまして、次回にお示しして、また皆さん

にそれでいいかどうか御議論いただく形にさせていただければと思います。よろしいです

か。 

 では、それも含めて、最後に事務局から連絡をお願いいたします。 

○宇根企画官 本日も熱心な御議論をありがとうございました。 

 今、柳川部会長からありましたとおり、事務局でもしっかり検討させていただいて、次

回にまた示させていただきたいと思います。 

 事務局からの連絡事項ですが、委員の退任の連絡がありまして、佐々木先生が今年度い

っぱいで岡山市を退職されるということでして、それに伴いまして、また委員の交代が発

生します。 

 佐々木先生、どうもありがとうございました。 

○佐々木専門委員 ありがとうございました。 

○宇根企画官 御後任の委員については事務局で調整させていただきまして、皆様に御連

絡、相談させていただきたいと思っております。 

 次回の計画部会についてですが、５月10日の15時から17時開催予定となっております。

次回はアクションプランの案についてブラッシュアップして、再度示させていただきたい

と思っております。よろしくお願いいたします。 

 本日はどうもありがとうございました。 
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○柳川部会長 どうもありがとうございました。 

 閉会いたします。 


